資料５
職員提案制度を利用した意見の募集
１　案件名　市民参加を一層推進するための取組について

２　募集期間　平成２２年８月６日～平成２２年９月６日

３　意見数　５件
４　内　　容　以下のとおり
	提言概要
	検討結果

	第三者機関による「市民参加推進評価委員会（仮称）」を設置し，市民参加の状況について評価するとともに公表し，市民参加・審議会の形がい化を防ぐ。
	　これまで，市民参加を推進するため設置している審議会である「京都市市民参加推進フォーラム」において，審議会の設置に当たって，委員の公募，会議の公開など，市民参加の観点でチェックを行い，必要に応じて助言等を行う仕組みが整えられている。

　頂いた提案については，京都市市民参加推進フォーラムの議論に付し，同フォーラムとして更に評価の範囲を広げることが市民参加の推進に効果があるかについて議論を行っていきたい。

	①市民参加に制限のある市民等に対して，参加しやすい環境整備を行う。
②市民参加は「市民的権利」であるということを市民参加推進計画に盛り込む。
	審議会をより市民参加の進んだものとするため，平成２２年３月に職員向けの手引書「市民参加を進めるための審議会等運営ガイドブック」を作成し，市民が傍聴しやすいよう，必要に応じて夜間・休日も含めた会議の開催や託児，手話通訳者の用意など，参加しやすい運営に努めることを記載しており，これを徹底することで参加しやすい環境づくりを実現していく。

　なお，市民参加推進条例において，市民参加についての「市民の責務」を規定しており，新たに策定する市民参加推進計画に「市民的権利」を記載することが適切であるかについては，市民参加推進フォーラムの議論に付して検討していく。

	各局では，施策を効果的に推進するため，市民へ様々な助成制度を導入しているが，市民の立場で助成制度を利用する本市職員が各局に対し，市民目線に立ち,施策の改善点の提案や制度利用に関するデータ等を積極的に提供する仕組みを構築し，当該施策の普及等の改善に役立てる
	　助成制度などについては，その効果を検証するために所管課が利用者にアンケートを取るなどして更なる施策の改善に努めていくものである。そこに市職員自らが市民の立場で実践したことを,行政と市民の両方の視点を反映させた意見によって，助成制度の改善につなげる取組は，まさに市民と市職員との「共汗」による市政運営と言える。

　アンケート等については，利用者すべてにしっかりと行うべきもので，市職員に特別のアンケート等を行う必要はないと考える。

	パブリック・コメントやイベントに参加した市民にポイントを付与し，ポイントに応じた特典を提供する。
	　市民が市政に参加しようとするきっかけを作ることで，従来市政に参加していなかった市民が参加する可能性があるが，一方で，ポイントの管理方法や個人情報の管理方法，ポイントの対価のコストなど，様々な課題があることも事実である。

　新たな市民参加の手法として，市民参加を推進するために設置している審議会である「京都市市民参加推進フォーラム」において紹介し，議論・検討を行いたい。

	京都市政について，親子，特に子どもの視点にまで掘り下げて分かりやすく説明し，市民参画への意欲を持たせることを目的とします。
	　平成１５年度から，職員が市民の身近な場所に行って，市政について説明を行う「市政出前トーク」を実施している。平成２２年度からは，新たに子ども向けテーマを設け，子どもにも分かりやすく市政の仕組みを学び，まちづくりについて考えるきっかけづくりを行っているところである。

　今後は，更に子ども向け出前トークのテーマ数の増加や，より効果的な広報を行うことに努めていく。また，新たな市民参加推進計画の策定に向けた議論を行っている審議会「市民参加推進フォーラム」においても子ども向けの取組の実施が議論になっており，新計画に盛り込むことを検討している。


